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表１　産業部門の需要面での対策
現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策

（現行○、追加◎）

○自主行動計画の着実な実施と
フォローアップ（経団連自主行動
計画は2010年の二酸化炭素排
出量を1990年比±０％以下に抑
制することを目標）

大　綱　の　記　述

○2001年度から、省エネ法に基
づく基準の遵守状況について新
たな総点検スキームを実施。今
後必要に応じ、省エネ法に基づく
法的措置を発動。また、省エネ
法に基づき国に提出された報告
等により自主行動計画による省
エネルギー対策の進捗状況を
フォローしていき、自主行動計画
未策定業種や目標に比べ大幅
に省エネルギー対策の進捗状況
が乖離している業種に対して省
エネルギー法に基づいた点検を
重点的に実施。
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点　検　結　果

平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・国土交通省においては、住宅・
社会資本整備分野の自主行動
計画について業界団体へフォ
ローアップを実施。

・住宅・社会資本整備分野にお
いては、各自主行動計画におい
て具体的な数値目標を設定。

・住宅・社会資本整備分野につ
いては、社会資本整備審議会環
境部会においてフォローアップを
実施予定。
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表２　民生部門の需要面での対策
現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策

（現行○、追加◎）

●住宅・建築物の省エネルギー性能の向上

【住宅の省エネ性能の向上】

○省エネ法に基づき建築主に対
し努力義務。建築主の判断の基
準及び具体的な仕様を「設計及
び施工の指針」として定め公表
（平成11年3月に改正・強化）

◎住宅金融公庫融資による省エ
ネルギーに配慮した住宅の誘導
措置における基準の強化

○公共住宅における省エネル
ギー措置の実施や省エネルギー
基準に適合した市街地住宅等に
対する補助

○省エネルギー性能を含む住宅
の性能について分かりやすく表
示する制度（住宅性能表示制
度）の普及推進

大　綱　の　記　述

○住宅・建築物の省エネ性能の
向上
＜導入目標量＞
省エネ効果：約８６０万kl
■新築住宅
・目標年度2008年度
：現行基準を５割が達成
■新築建築物（非住宅、2000㎡
以上）
・目標年度2006年度
：現行基準を８割が達成
　　　約３，５６０万t-CO2
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点　検　結　果

平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・「設計及び施工の指針」の普
及・促進。

・住宅金融公庫による融資、補
助事業による支援、住宅性能表
示制度の活用等、以下に示す対
策により普及・促進を実施。

・引き続き「設計及び施工の指
針」を普及・促進。

・住宅金融公庫において、平成
11年基準に適合するものについ
ては、基準金利の適用、割増融
資を実施。

・平成14年度の住宅金融公庫融
資の省エネ住宅適合率は、平成
４年省エネ基準69％（うち平成11
年省エネ基準15％、平成15年度
データについては16年度末に出
る予定）

・引き続き、平成11年基準に適合
するものについては、基準金利
の適用、割増融資を実施。

・技術者向けセミナーの全国開
催(44回）により積極的な周知活
動を実施。

・エンドユーザーへの周知徹底
が課題。

・技術者向けセミナーの全国開
催を継続するとともに、エンド
ユーザー及び工務店向けの重点
的周知の実施。

・平成14年度に、省エネルギー
措置の基準を明確化した公営住
宅等整備基準の改正を行い、そ
の基準により、公営住宅の整備
を実施。

・改正後の整備基準に基づき、
平成14年度に約2.3万戸の公営
住宅を整備。

・改正後の整備基準による省エ
ネルギー措置を行った公営住宅
の整備を継続。

・省エネルギー基準に適合する
事業の一部を補助する21世紀都
市居住緊急促進事業を推進。

平成14年度は、21世紀都市居住
緊急促進事業全体で約190件に
補助を実施。（平成15年度データ
については平成16年度中頃に出
る予定）

・引き続き、補助事業を実施。

・環境への負荷を低減する等一
定の要件を満たすモデル性の高
い住宅市街地の整備に対し補
助。

・平成５から平成15年度までに約
80地区において実施。

・引き続き、補助事業を実施。

・省エネルギー対策等級等を性
能表示事項とする「住宅性能表
示制度」の普及促進。

・平成15年は設計住宅性能評価
書を約12万4千戸に交付。

・引き続き、住宅性能表示制度
の普及を促進。
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現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策
（現行○、追加◎）

【建築物（非住宅）の省エネ性能の向上】
○省エネ法に基づき建築主に対
して努力義務。建築主の判断の
基準を定め公表（平成11年3月に
改正・強化）

◎特定建築物の新築・増改築時
の省エネルギー措置の届出の義
務づけ（省エネ法の改正）

○日本政策投資銀行の融資、税
制等による誘導

○環境配慮型官庁施設（グリー
ン庁舎）の整備を推進

◎既存官庁施設のグリーン診
断・改修の推進を図る

【住宅・建築物（共通）の省エネ性能の向上】
○講演会等を通じた設計・施工
に係る技術者の育成

○住宅・建築物に係る関係業界
における自主的な取組の促進

5



平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・建築主の判断の基準の普及・
促進。

・エンドユーザーへの周知徹底
が課題。

・引き続き建築主の判断の基準
を活用。

・改正省エネ法を施行し、特定建
築物の新築・増改築時の省エネ
ルギー措置の届出を義務化（平
成15年４月）。

・新築建築物における平成11年
省エネ基準の適合率は、平成14
年度約50％、平成15年４月～11
月の実績に基づく速報値は約
65％
・エンドユーザーへの周知徹底
が課題。

・引き続き着実な実施に努力

・政策投資銀行において省エネ
ルギー措置を講じた建築物等に
対し低利で融資（エコビル整備事
業及び建築物省エネルギー推進
事業）。

・平成８年度から平成15年度まで
に11地区において実施（日本政
策投資銀行のエコビル整備事
業）。

・引き続き実施に努める。

・一定の省エネ設備を取得し、事
業の用に供した場合の所得税等
の優遇(エネルギー需給構造改
革推進投資促進税制)。

・太陽光発電、複層ガラス等の
環境負荷低減技術を積極的に活
用したグリーン庁舎の整備を推
進。

・平成１５年度までに累計２２施
設のグリーン庁舎を整備。環境
負荷低減効果を向上させること
が課題。

・グリーン庁舎の整備を継続する
とともに、環境負荷低減技術の
見直しを実施。

・官庁施設におけるグリーン診断
及び改修を実施。

・平成１５年度までに累計約１３０

０件（延床面積約４1０万ｍ
２
）の

グリーン診断を実施。現在の膨
大な建築ストックを計画的に改修
することが課題。

・引き続き、グリーン診断及び改
修を実施。

・断熱工事にかかる技術者向け
の講習会を実施。

・断熱工事にかかる技術者向け
の講習会を計１１回実施（平成１
5年度）。

・引き続き、設計・施工に係る技
術者を育成。

・建築環境・省エネルギー講習会
を平成5年度から毎年実施。

・建築環境・省エネルギー講習会
の平成11年度～平成15年度の
受講者数は約６千人。

・「住宅産業の自主的環境行動
計画」に基づいて、住宅・建築物
における自主的な取組を実施。

自主行動計画の実施を推進する
ことが課題。

・「住宅産業の自主的環境行動
計画」について引き続きフォロー
アップを実施予定。
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表３　運輸部門の需要面での対策
現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策

（現行○、追加◎）

■自動車交通対策

●交通流対策

○自動車交通需要の調整
　　　　　　（排出削減見込み量）
　　　　　　　約７０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約20万kl

○現行の対策を見直し、着実に
推進

○交通需要マネジメント（ＴＤＭ）
施策の推進

○自転車道、自転車駐車場の整
備による、自転車利用環境整備
の推進

○自転車利用の促進に資する社
会実験の実施

○高度道路交通システム（ＩＴＳ）
の推進
　　　　　　（排出削減見込み量）
　　　　　　約３７０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約140万kl

○ﾉﾝｽﾄｯﾌﾟ自動料金支払いｼｽﾃ
ﾑ（ETC）を整備し、2002年度末ま
でに全国約900箇所の料金所に
サービスを拡充

○VICS（道路交通情報通信シス
テム）の推進（2002年度中に全
国でサービスを開始）

○ドライバーへの情報提供・危険
警告等により安全で快適な走行
を支援するシステムを開発

大　綱　の　記　述
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点　検　結　果

平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

平成15年度までに、TDM施策を含
む都市圏交通円滑化総合計画を
19都市圏において策定し、支援を
行った

これまでに都市圏交通円滑化総
合計画を策定した19都市圏を含
み、全国約20都市圏において策
定、実施するための取組を推進し
ているところ

引き続き、都市圏交通円滑化総合
計画の策定を推進し、支援を実施
する

・自転車道や自転車駐輪場の整備
を推進。

・平成14年４月現在、自転車道等
6,705ｋｍを整備（自転車道、自転
車通行帯付き自転車歩行者道、
自転車専用道路、自転車歩行者
専用道路の道路延長の合計。交
通安全施設現況調査)。
【平成15年データは調査中】

・引き続き、自転車道や自転車駐
輪場の整備を推進。

・自転車駐車可能台数374.9万台
を整備(平成13年内閣府調査)

自転車レーンの設置などの社会実
験を広島県広島市で実施。

香川県高松市等２箇所において、
社会実験で試行した施策を本格導
入。

引き続き、新しい施策の導入に向
けて社会実験を推進。

・基本的に全ての料金所にＥＴＣの
サービスを拡大。

・基本的に全ての料金所にＥＴＣ
サービス拡大。

・料金所周辺の渋滞解消及び環境
改善等を図るため、ＥＴＣの普及を
促進する。

・サービスエリアの拡大、道路交通
情報提供の内容の充実を推進。

・サービスエリアの拡大、道路交通
情報提供の内容の充実が課題。

・引き続き、サービスエリアの拡
大、道路交通情報提供の内容の
充実を推進。

・走行支援道路システムについて
実道の実証実験を実施（実証実験
箇所は、首都高速道路参宮橋区
間等の実道）

・実証実験結果を踏まえ、実用化
に向けた課題等の整理が課題

・実用化可能なシステムから順次
実環境へ導入
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現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策
（現行○、追加◎）

○テレワーク等情報通信を活用
した交通代替の推進
　　　　　　（排出削減見込み量）
　　　　　　　　約３４０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約130万kl（2010年
のテレワーク総人口：就業者数
の２５％程度（1630万人程度）を
想定）

○企業における情報通信環境の
高度化、ﾃﾚﾜｰｸの導入、SOHO
支援等に資する税制措置や金融
支援

◎ﾃﾚﾜｰｸ･SOHOの促進に向け
た情報提供、普及啓発等

○路上工事の縮減
　　　　　　（排出削減見込み量）
　　　　　　約４０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約１０万kl

○ 共同溝の整備、集中工事・共
同施行の促進、道路使用許可の
適切な運用
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平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・約２０ｋｍの共同溝整備を実施。 ・共同溝の整備を更に効率的に推
進する必要がある。

・共同溝の整備を更に効率的に推
進する。

・各地域において、地方自治体、
道路管理者、占用企業者等が参
加する道路工事調整協議会を実
施し、集中工事や共同施工等の調
整を行ったところ。

・有識者および道路利用者の代表
より構成される路上工事の改善委
員会を組織し、路上工事効率化に
関する提言をいただくと共に、提言
を受けた施策として、従来施策に
加え、東京２３区内で一定期間掘
返しを抑制するエリア（掘返し対策
重点エリア）設定や年末・年度末の
抑制徹底を実施したところ。

・委員会の提言を受けた路上工事
縮減施策を全国的に展開し、更な
る路上工事の縮減に努める必要
がある。

・委員会の提言を受けた路上工事
縮減施策を全国的に展開し、更な
る路上工事の縮減に努める。

・平成14年の日本のテレワーク
人口は408万人（週８時間以上実
施の雇用型311万人、自営型97
万人、調査時期14年10月～11
月）と推計。

・自治体・企業等の先進的なテレ
ワークの取組状況等を把握し、
テレワークに取組む上での課題
を解決するための方策の検討等
を実施。

・大都市問題や地域活性化への
対応、情報通信の利用環境の高
度化等についての検討が課題。

・経済界等の関係団体、学識経
験者、関係省庁等からなるテレ
ワーク普及促進のための推進組
織を設立し、関係団体を含めた
幅広い主体の参画を得て、キャ
ンペーン活動等の普及啓発活動
を実施。

・テレワークが社会、企業、労働
者にもたらす効果を可能な限り
具体的に把握し、セミナーの開
催等により、広く、国民、経済界
等に周知。

・テレワークの効果を把握し、セミ
ナー等により、周知したところ。
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現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策
（現行○、追加◎）

■環境負荷の小さい交通体系の構築

●モーダルシフト・物流の効率化等

○物流の効率化
　　　　　　（排出削減見込み量）
　　　　　　約４７０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約180万kl

○現行の対策及び効果を以下
のとおり見直し、推進
　・トラックの輸送の効率化
　　　　　　（排出削減目標量）
　　　　　　約２９０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約110万kl（1996年
度から2010年度にかけて、トレー
ラーの保有台数が約1.5万台増
加、25t車の保有台数が約７万台
増加すると想定）

・国際貨物の陸上輸送距離の削
減
　　　　　　（排出削減目標量）
　　　　　　約１８０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約70万kl（陸上輸送
量約9,300百万トンキロ削減を想
定）

○車両の大型化に対応した橋梁
の補強

●公共交通機関の利用促進

○公共交通機関の利用促進
　　　　　　　（排出削減目標量）
　　　　　　　約５２０万ｔ－ＣＯ２
＜導入目標量＞
省エネ効果：約200万kl（乗用車
利用約8,000万台キロ削減を想
定）

○都市部における鉄道新線及び
中量軌道システムの整備を着実
に推進

○都市部における新交通ｼｽﾃﾑ
等中量軌道システム整備を推進
（1995年から2010年までに約
100km供用開始予定)

○サービス・利便性向上を一層
推進することにより公共交通機
関の利用を促進

○駅前広場等交通結節点の整
備

○公共交通機関利用促進に資
する社会実験の実施
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平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・一般国道（指定区間外）、都道府
県道、市町村道において、約３５０
箇所の補強を実施。

・一般国道（指定区間）での大型化
に対応した橋梁補強は概ね完了。

・引き続き、一般国道（指定区間
外）、都道府県道、市町村道にお
ける橋梁の補強を実施。

・沖縄都市モノレール（那覇空港
～首里）12.9ｋｍが開業。

・1995年度から2003年度までに
ゆりかもめ（新橋～有明間）等11
路線計約75ｋｍが開業。

・引き続き、都市部における新交
通ｼｽﾃﾑ等中量軌道システム整
備を促進。

約180箇所で交通結節点の整備を
実施

関係機関との調整に時間がかか
ることが課題

平成16年度以降も引き続き整備を
推進

パークアンドライドなどの社会実験
を大分県日田市等２箇所で実施。

大阪府大阪市等８箇所において、
社会実験で試行した施策を本格導
入。

引き続き新しい施策の導入に向け
社会実験を推進。
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表４　新エネルギー対策
現行対策とその評価 追加対策とその効果 国等の施策

（現行○、追加◎）

【技術開発・実証段階における支援】

○燃料電池、太陽光発電等に関
する技術開発・実証試験の推進

【導入段階における支援等】

◎地方公共団体、事業者等に対
する導入補助の推進

【技術開発・実証段階における支援】

◎燃料電池、太陽光発電、バイ
オマスエネルギー等に関する技
術開発・実証試験等の強化

大　綱　の　記　述

○追加新エネルギー対策
　新エネルギーの2010年度1910
万kl導入を目指し、2001年に取り
まとめられた追加的な新エネル
ギー対策
　　　　　（排出削減見込み量）
　　　　　　約3,400万t-CO2

＜2010年度導入目標量
                   ：1,910万kl＞
（内訳は以下のとおり。）
太陽光発電      482万kW
（うち、住宅用太陽光発電
                ：約100万台想定）
風力発電        300万kW
廃棄物発電      417万kW
バイオマス発電   33万kW
太陽熱利用       439万kl
（うち、住宅用太陽熱利用
              ：約900万台想定）
未利用エネルギー  58万kl
廃棄物熱利用      14万kl
バイオマス熱利用  67万kl
黒液・廃材等      494万kl
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点　検　結　果

平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・燃料電池について、電解質膜・
電極・改質器等の基盤的な技術
開発を推進。燃料電池自動車、
定置用燃料電池の実証試験を
開始。（再掲）住宅用燃料電池の
導入に向けたモデル実証実験を
実施。

・燃料電池は、経済性の向上、
耐久性の向上が課題。（再掲）

・引き続き、住宅用燃料電池の
導入のためのモデル実証実験を
実施。

・下水道において下水汚泥由来
のメタンガス等の新エネルギーを
利用する事業を補助。

・下水道事業においても更なる
新エネルギー利用の推進が課
題。

・引き続き、下水道において新エ
ネルギーを利用する事業を補
助。

・バイオマスのメタン発酵と燃料
電池を組み合わせたシステムの
実施検証事業を実施し、ガス化
（木質ガスによる小規模発電シス
テム）、油化（木質廃棄物の急速
熱分解システム）、固形化（高圧
処理等による木質新燃料の製
造・利用技術）技術を開発。

・本格的普及のため革新的な新
材料技術の開発が課題。

・廃棄物等からバイオエネル
ギーを製造する技術開発を行う
事業者等に対し技術開発費用を
補助。省スペースとなるメタンガ
スの貯蔵技術の実証実験を実
施。木質系廃材に蒸気加圧爆砕
処理を施し、下水汚泥と混合発
酵させてメタンガスを回収する技
術の性能評価研究を実施。
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表６　非エネルギー起源二酸化炭素、メタン及び一酸化二窒素の排出抑制対策の推進
現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策

（現行○、追加◎）

○　ダイオキシン対策推進基本
指針に基づく減量化の目標量
の設定（平成11年９月）、循環型
社会形成推進基本法の制定、
廃棄物処理法の改正及びリサ
イクルの推進に係る諸法の制
定（平成12年６月）並びに廃棄
物処理法に基づく廃棄物減量
化目標の設定（平成13年５月）
により、約300万t-CO2削減を着
実に実施する。

○ 廃棄物処理法に基づく廃棄
物減量化目標の設定、容器包
装廃棄物、建設廃棄物等の個
別リサイクル法に基づく措置の
実施

○木材資源の有効利用の推進

・森林・林業基本計画における
林産物の供給及び利用の現状
＜木材供給・利用量＞
　　　　　　　　　　　　　20百万ｍ3

○木材・木質材料の利用拡大

・森林・林業基本計画における
林産物の供給及び利用に関す
る目標
＜木材供給・利用量＞
　　　　　　　　　　　　　25百万ｍ3

○国民への普及啓発、公共施
設等をはじめとする様々な用途
での木材の需要拡大及びその
長期利用、多段階利用を促進

（一酸化二窒素の排出削減対
策）
○ 下水汚泥焼却施設における
燃焼の高度化
　　　　　　　　（約140万t-CO2）

○ 「下水道における地球温暖
化防止実行計画策定の手引き」
の周知徹底

◎「下水道施設計画・設計指
針」において適正な燃焼温度管
理として明記することにより、全
ての高分子流動炉において高
温化燃焼を導入

○　下水道、合併処理浄化槽等
の普及に伴う汚水処理の高度
化
　　　　　　　　（約70万t-CO2）

○ 下水道、合併処理浄化槽等
の整備促進

一
酸
化
二
窒
素

大　綱　の　記　述

非
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
二
酸
化
炭
素

○ 廃棄物の焼却に由来する二
酸化炭素排出抑制対策の推進
（約300万t-CO2）

・ 廃棄物等の分別の徹底、分
別回収・再使用の実施、関連施
設の整備等による廃棄物の排
出量の削減発生抑制及び再生
利用率の向上
＜一般廃棄物約24  産業廃棄
物約47％＞。

・ グリーン購入の推進による再
生資源・商品の利用促進
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点　検　結　果

平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・平成14年５月から施行されてい
る建設リサイクル法の周知・徹底
の着実な推進。

・建設廃棄物の排出量及び再資
源化率については、平成２年度
からほぼ５年ごとに実施している
建設副産物実態調査により集計
しているため平成15年度は未調
査。なお、建設リサイクル法施行
に伴い実施した平成14年度調査
結果によると、建設廃棄物のうち
建設発生木材の排出量及び再
資源化率は、排出量（500万ト
ン）、再資源化率（61%）

・引き続き、建設リサイクル法の
周知・徹底を図り、建設廃棄物の
再資源化率の向上を促進。

・「建設リサイクル推進計画
2002」や「建設副産物適正処理
推進要綱」による建設リサイクル
の推進。

・建設発生木材等の再資源化施
設設置に係る税制上の特例措
置の延長及び追加

・グリーン購入法に基づき、間伐
材を使用した公共工事を推進。

・平成14年度における国土交通
省直轄工事の間伐材使用状況
は約24,000m3

・引き続き、グリーン購入法に基
づき、間伐材を使用した公共工
事を推進。

・同手引きの周知により、焼却施
設における燃焼の高温化を推
進。

・高温化の図られていない焼却
施設の高温化の推進が課題

・引き続き、同手引きの周知を
図っていく。

・同指針に基づき、国庫補助事
業により、今後整備する焼却炉
の高温化燃焼を推進。

・既設置の焼却炉については、
今後老朽化による施設の入替え
にあわせて高温化燃焼炉への変
更の推進が課題。

・引き続き、同指針に基づいた焼
却炉の高温化燃焼を推進。

・国庫補助事業により全国2,505
箇所において下水道事業を実
施。

・下水道による処理人口普及率
は中小市町村において31.8%
（H14末）と極めて低いことが課
題。

・特に中小市町村において、下
水道の普及を促進。
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表１１　都市緑化等の推進
現行対策とその削減量 追加対策とその削減量 国等の施策

（現行○、追加◎）

○「緑の政策大綱」等に基づく緑
化の推進

○市町村における「緑の基本計
画」の策定の推進と計画に基づく
緑化の推進

○緑の創出に関する普及啓発と
市民、企業、ＮＰＯ等の幅広い主
体による緑化の推進

大　綱　の　記　述

○公共公益施設等における緑化
都市公園、道路、河川等の公共
公益施設等において高木を植栽

<導入目標量：1990年度以降、
2010年度までの高木植栽本数
の増加量を７千５百万本と想定
し、吸収見込量を算定>

（排出削減（吸収）見込量）
                  ２８万ｔ-ＣＯ２

（対基準年総排出量比0.02%程
度）
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点　検　結　果

平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・都市公園などの公共公益施設
等において緑化を推進するとも
に、建築物の屋上等の新たな緑
化空間の創出を推進。

・これまでに都市公園等を
101,264ha整備（平成14年度末現
在）。緑化施設整備計画認定制
度に基づいて、８箇所の緑化施
設を認定（平成14年度末現在）。

・引き続き、都市公園などの公共
公益施設等において緑化を推進
するともに、建築物の屋上等の
新たな緑化空間の創出を推進。

・都市域における川沿いの緑の
整備や公園と一体的な河川の整
備による水と緑のネットワーク化
を推進。

・引き続き、都市域における川沿
いの緑の整備や公園と一体的な
河川の整備を推進。

・13の都市域において、砂防林
の整備、既存樹木を活かした斜
面整備などによる都市山麓グ
リーンベルト整備事業を実施。

・引き続き、13の都市域における
都市山麓グリーンベルト整備事
業を実施。

・都市緑地保全法に基づく「緑の
基本計画」の策定を推進するとと
もに、同計画に基づいて市町村
が行う緑化の推進を支援。

・平成14年度末現在で553市区
町村が「緑の基本計画」の策定
を完了。

・引き続き、「緑の基本計画」の
策定を推進するとともに、同計画
に基づいて市町村が行う緑化の
推進を支援。

・第14回全国「みどりの愛護」の
つどい（平成15年４月26日、兵庫
県）、第20回全国都市緑化フェア
（平成15年４月28日～６月29日、
大分県）を開催し、幅広い主体に
よる緑化の推進を普及啓発。

・これまでに全国「みどりの愛護」
のつどいを14回、また、全国都市
緑化フェアについては20回開催
し、緑の創出に関する普及啓発
等を実施。

・第15回全国「みどりの愛護」の
つどい（平成16年４月24日、佐賀
県）、第21回全国都市緑化フェア
（平成16年４月８日～10月11日、
静岡県）を開催。
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表１２　「京都メカニズムの活用」（２）京都メカニズムの活用に必要となる施策等
大綱中の記述

１） 民間事業者等による京都メカニズ
ム活用の支援等

共同実施（JI）及びクリーン開発メカニズム（CDM）の
事業に係る案件の発掘及び実現可能性等のため
の調査等の充実を図るとともに、民間事業者等へ
の情報提供を行う。

ウ　その他の施策等

大　綱　の　記　述

大綱中の該当箇所
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点　検　結　果

平成15年度に講じた施策 現状及び課題 平成16年度以降に講じる施策

・住宅・社会資本整備分野にお
けるＣＤＭの活用について､委員
会で検討を実施。

・運輸、製品、住宅・社会資本整
備等の新たなCDMの事業分野に
おいて、ＣＤＭの活用が可能なプ
ロジェクト等が明確でないこと及
びコストが比較的大きいため、民
間事業者の積極的な参加がない
ことが課題。

・運輸、製品、住宅・社会資本整
備等の新たなCDM事業分野につ
いて、CDM促進方策について検
討を実施。
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